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改正 平成２０年（2008 年）４月１５日 

改正 平成２５年（2013 年）４月 １日 

改正 平成２９年（2017 年）４月 １日 
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（趣旨） 

第１条 この要綱は、札幌市景観条例（平成 19 年 12 月 13 日条例第 54 号。以下「条

例」という。）第 44 条第２項の規定に基づき、良好な景観の形成に寄与する活動に

対して助成することに関し、必要な事項を定める。 

（助成の要件） 

第２条 この要綱による助成金は、次の各号に掲げる要件を満たす活動に対して交付

するものとする。 

(１) ３人以上の市民（札幌市市民自治基本条例（平成 18 年条例第 41 号）第２条

に定める市民をいう。）で構成されている団体が行う活動であること。 

(２)  札幌市内で行われる活動であること。 

(３) 交付申請を行う年度内に完了し、札幌市景観まちづくり助成金活動完了報告

書（様式９）を提出できる活動であること。 

（助成対象） 

第３条 この要綱による助成対象は、次の各号のいずれかに該当する公益的な活動と

する。 

(１) 土地、建築物等の現況を踏まえた景観上の課題等の把握又はその解決に向け

た検討、取組等を行う活動 

(２) 良好な景観の形成に関する市民の意識の醸成が期待できると認められる活動 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する活動は助成の対象とし

ない。 

(１) 市民の財産権の不当な侵害につながるおそれのある活動 



(２) 私人間の係争に係る活動 

(３) 内容が親睦・住民交流のみである活動 

(４) 本市から他の助成金を受ける活動 

(５) 特定の政治的主張、宗教の普及又は営利の追求を主たる目的として行われる

活動 

(６)  暴力団（札幌市暴力団の排除の推進に関する条例（平成 25 年条例第６号。

以下「暴排条例」という。）第２条第１号に規定する暴力団をいう。）又は暴力

団員（暴排条例第２条第２号に規定する暴力団員をいう。）若しくは暴力団員と

密接な関係を有する者が関与する活動 

(７) その他市長が適当でないと認める活動 

（助成対象経費） 

第４条 助成の対象となる経費（消費税及び地方消費税を除く。以下「助成対象経費」

という。）は、前条の活動に必要な経費のうち別表に定めるものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、第８条の交付決定を受ける日以前に支出される経費は

対象としない。 

（助成金額） 

第５条 助成金額は、次の各号のとおりとし、交付申請を行う団体（以下「申請者」

という。）が活動状況に応じていずれかを選択するものとする。ただし、算出された

額に千円未満の端数があるときは、これを切捨てるものとする。 

(１) 定額助成金 

助成対象経費の合計額以内とし、５万円を限度とする。 

(２) 定率助成金 

助成対象経費の合計額の３分の２以内とし、30 万円を限度とする。 

（助成の回数） 

第６条 助成金の交付は、１申請者につき当該年度中は１回とし、同一の活動に対し

て、延べ３回を限度とする。ただし、申請者が行おうとする活動が、次の各号のい

ずれかに該当するときは、延べ５回を限度とする。 

(１)  条例第 42 条の５に規定する景観まちづくり推進区域内の活動 

(２) 条例第 42 条の 14 に規定する地域景観まちづくり団体が当該地域景観まちづ

くり団体の対象地区内で行う活動 

（助成金の交付申請） 

第７条 申請者は、活動開始前までに札幌市景観まちづくり助成金交付申請書（様式

１）に次の各号に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。なお、定

率助成金を申請する場合は、活動を行う年度の５月末日までに提出しなければなら



ない。ただし、市長が認めるときはこの限りでない。 

(１) 活動計画書（様式２） 

(２) 収支予算書（様式３） 

(３) 団体の概要（様式４） 

(４) 誓約書（様式５） 

(５) その他市長が必要と認める書類 

（助成金の交付決定） 

第８条 市長は、前条による申請を受けたときは、これを審査し、活動の目的及び内

容並びに申請金額の算定が適正であると認めたときは、予算の範囲内で助成金の交

付を決定し、札幌市景観まちづくり助成金交付決定通知書（様式６）により、申請

者に通知する。 

２ 市長は、交付決定にあたり必要があるときは、この要綱に定めるもののほか、助

成金の交付の目的を達成するために必要な限度において交付条件を付することがで

きる。 

（活動の変更及び中止） 

第９条 前条第１項の規定により助成金の交付決定を受けた団体（以下「助成対象者」

という。）は、交付決定を受けた活動（以下「助成対象活動」という。）の内容を変

更、又は活動を中止しようとするときは、直ちに札幌市景観まちづくり助成金変更

交付申請書（様式７）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定により提出された申請書等の内容を審査し、必要に応じて助

成金交付決定額を変更し、札幌市景観まちづくり助成金変更交付決定通知書（様式

８）により助成対象者に通知する。 

（状況報告及び調査） 

第 10 条 市長は、必要と認める場合は、助成対象活動の執行状況及び経費の収支の状

況について、助成対象者から報告を求め、実地調査を行うことができる。 

２ 助成対象者は、前項の規定による報告の請求等があった場合は、速やかに報告を

行い、実地調査に協力しなければならない。 

（活動完了報告） 

第 11 条 助成対象者は、助成対象活動の完了の日から１か月以内又は活動を実施し

た年度の３月末日のいずれか早い日までに、札幌市景観まちづくり助成金活動完了

報告書（様式９）に次の各号に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならな

い。 

(１) 活動報告書（様式 10） 

(２) 収支決算書（様式 11） 



(３) 助成対象経費に係る領収証 

(４) その他市長が必要と認める書類 

２ 助成対象者のうち、概算交付を受けた団体は、完了報告を行う際に、札幌市景観

まちづくり助成金精算書（様式 12）を市長に提出しなければならない。 

（助成金額の確定） 

第 12 条 市長は、前条の規定により提出された報告書等の内容を審査し、助成金を交

付することが適当と認めたときは、交付すべき助成金額を確定し、札幌市景観まち

づくり助成金額確定通知書（様式 13）により助成対象者に通知する。 

（助成金の交付） 

第 13 条 市長は、前条の規定による助成金額確定の通知後、速やかに助成金を交付す

る。 

２ 前項の規定にかかわらず、交付申請の際に申請者から申出があった場合には、定

率助成金に限り、交付予定額の３分の１以内の額で、一括又は分割して事前に概算

額を交付（以下「概算交付」という。）することができる。ただし、あらかじめ準備

資金が必要となる性質の活動であって、申請者の資金力からみて、その支出が困難

と認められる等の場合に限る。 

３ 助成金の交付は、原則、助成対象者の代表者名義の銀行口座への振込によって行

うが、別の口座を希望する場合は、助成対象者の代表者の委任状（様式 14）を札幌

市景観まちづくり助成金活動完了報告書（様式９）に添付すること。 

（交付決定の取消し等） 

第 14 条 市長は、助成対象者が次の各号のいずれかに該当するときは、助成金の交付

決定の取消し又は助成金交付額の減額をすることができる。 

(１) 虚偽の申請、報告その他不正な行為があったとき 

(２) この要綱の規定又は助成金の交付決定に付した条件に違反したとき 

(３) 助成対象活動以外の使途で助成金を使用したとき 

(４) 助成対象活動に関連する契約その他資金等を提供することとなる役務（以下

「契約等」という。）を受ける相手方が、第３条第２項第６号に該当することを

知りながら、当該者との契約等の締結をしたと認められるとき 

(５) 助成対象者が、第３条第２項第６号に該当する者を、助成対象活動に関連す

る契約等の相手方としていた場合（前号に該当する場合を除く。）に、市長が助

成対象者に対して当該契約等の解除を求め、助成対象者がこれに従わなかった

とき 

(６) その他市長が必要と認めたとき 

２ 市長は、前項の規定により交付決定の取消し又は助成金交付額の減額をするとき



は、札幌市景観まちづくり助成金交付決定取消通知書（様式 15）により、助成対象

者に通知するものとする。 

（助成金の返還） 

第 15 条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、札幌市景観まちづくり助成

金返還命令書（様式 16）により、期限を定めてその返還を命ずる。 

(１) 第９条第２項の変更交付決定をした場合において、概算交付額が変更後の助

成金額を超えるとき 

(２) 第 12 条の助成金額の確定をした場合において、概算交付額が確定後の助成

金額を超えるとき 

(３) 前条により助成金交付決定を取消した場合において、既に助成金を交付（概

算交付を含む。）しているとき 

(４) 前条により助成金額を減額した場合において、既に交付した助成金（概算交

付を含む。）が減額後の助成金額を超えるとき 

（補則） 

第 16 条 この要綱に定めるもののほか、助成金の交付事務の取扱に関し必要な事項

は、市長が定める。 

 

附 則 

１ この要綱は平成 13 年３月８日から施行する。 

２ この要綱は平成 20 年４月 15 日から施行する。 

３ この要綱は平成 25 年４月１日から施行する。 

４ この要綱は平成 29 年４月１日から施行する。 

５ この要綱は令和２年４月 15 日から施行する。 

６ この要綱は令和５年４月１日から施行する。 

７ この要綱は令和７年４月１日から施行する。 

  



別 表 

 

助成対象経費の科目 内 容 

謝 礼 金 

研修、講演等に係る講師、技術的助言を受けるための専

門家等に対する謝礼。ただし、交付申請を行う団体の構

成員に対し支払われるものは対象としない。 

消耗品費 消耗品の購入費 

印 刷 費 
パンフレット・チラシ等の広報物、報告書その他資料の

印刷費、複写費 

資 料 費 図書・文献・資料等の購入費 

通 信 費 ハガキ・切手等の郵便料 

保 険 料 傷害等の保険料 

使 用 料 会議室・会場の使用料、物品の賃借料 

そ の 他 市長が適当と認める経費 

（注） 飲食、財産取得に係る経費、交付申請を行う団体の運営経費、給与等の人件

費、その他市長が不適当と認めた経費は助成対象外とする。 


